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LINE活用型マーケティング・チャットボット「hachidori」及び 

SaaS型動画メッセージツール「recit」の事業譲受に関するお知らせ 

 

当社は、2022年11月21日開催の取締役会において、hachidori株式会社が運営するLINE活用型マー

ケティング・チャットボット「hachidori」及びSaaS型動画メッセージツール「recit」を当社が譲

り受けることについて、事業譲渡契約を締結することを決議いたしましたので、お知らせいたしま

す。 

 

記 

１．事業譲受の理由 

 当社は急速な成長を続ける DX・デジタルマーケティング領域において、CX SaaS「CODE Marketing 

Cloud」及びその蓄積データをコアとしたプロフェッショナルサービスの提供を行っております。 

 今回、hachidori 株式会社より譲渡対象事業を譲り受けることにより、顧客企業への提供プロダク

ト及びサービスの拡大と CX データの質及び量の増強が可能となり、更なる顧客満足度の向上と取引

の拡大が実現するものと見込んでおります。また、当社が有する SaaS 事業・デジタルマーケティン

グ事業における知見を活用し、サービス間の相互補完や当社既存顧客への獲得サービスの提供・譲受

事業の顧客への当社既存サービスの提供等を行うことによるシナジー効果も期待されます。 

 これらを総合的に勘案した結果、当社のより一層の収益性の向上や競争力の強化に資するものと判

断したため、事業の譲受を行うことといたしました。 

 

 

２．事業譲受の概要 

（１）譲受事業の内容 

hachidori 株式会社が運営する LINE 活用型マーケティング・チャットボット「hachidori」

事業と、SaaS 型動画メッセージツール「recit」事業 

 

（２）譲受事業の経営成績 

2021 年 5 月～2022 年 4 月  売上高 約 223 百万円、売上総利益 約 157 百万円 

会 社 名 株 式 会 社 エ フ ・ コ ー ド 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  工 藤  勉 

 （コード番号：9211 東証グロース） 

問合せ先 取締役 経営 管理 本部 長  山崎  晋一 

 （TEL. 03-6272-8991） 
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（３）譲受事業の資産、負債の項目及び金額 

譲受事業の資産の内容は、ソフトウェアを含む無形固定資産等を予定しており、本件事業に

関する負債は譲受の対象に含まれません。 

金額については現時点で未定のため、明らかになり次第開示します。 

 

（４）譲受価額及び決済方法 

①譲受価額：7億 2,000 万円 

なお、相手先との間で譲渡対価の追加及びその条件、事業譲渡前及び事業譲渡後の誓約事項

と補償に関する合意がなされており、当該事業の契約上の地位及び権利義務の承継や承継顧

客に対する売上高の状況等に応じて最大で 8,000 万円の追加譲渡代金が発生する、または誓

約事項に関する補償が発生する可能性があります。 

当該譲受価格は前期の収益状況及び当社とのシナジー効果など将来の収益に対する見積り

などを考慮し、相手先と協議して決定したものであります。 

②決済方法：手許現預金による現金決済を予定しております。 

譲受価格 7億 2,000 万円は事業譲受日の支払いを予定しております。なお、譲渡から 1年以

内のいずれかの時期において、最大で 8,000 万円の追加譲渡代金が発生する可能性がありま

す。また、支払条件の充足状況によっては、支払までの期間が短縮する可能性がございます。 

今後、公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

３．相手先の概要 

（１）名 称 hachidori 株式会社 

（２）所 在 地 東京都新宿区四谷三栄町 9-6 四谷三栄町スクエア 4 階 

（３）代表者名の役職・氏名 代表取締役 伴 貴史 

（４）事 業 内 容 チャットボット開発運用ツール「hachidori」の企画・開発・

販売 

バイトテックサービス「CAST」の企画・開発・販売 他 

（５）資 本 金 366,144 千円 

（６）設 立 年 月 日 2015 年 5 月 1 日 

（７）大 株 主 及 び 持 株 比 率 伴 貴史（51.3％）DIP Labor Force Solution Fund（31.4％） 

（８）上場会社と当該会社の関係 記載すべき資本関係、人的関係、取引関係はありません。 

また、関連当事者にも該当いたしません。 

（注）純資産、総資産につきましては、相手先の意向により非公開とさせていただいております。 
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４．日程 

（１）取 締 役 会 決 議 日 2022 年 11月 21 日 

（２）契 約 締 結 日 2022 年 11月 21 日 

（３）事 業 譲 渡 日 2022 年 12月 12 日（予定） 

本事業譲受は事業の一部譲受です。従いまして、会社法手続上は簡易手続として取締役会決議による

意思決定及び取引の実行が可能であり、株主総会決議を要しません。 

 

５．会計処理の概要 

当該事業譲受は、企業結合会計基準上の「取得」に該当する見込みです。この処理に伴うのれん及

びその他の無形固定資産等の計上額は現在精査中であり、今後、明らかになり次第速やかに開示いた

します。 

 

６．今後の見通し 

本件による当期業績に与える影響については現在精査中であり、事業譲受が完了した後に、 

判明次第速やかにお知らせします。 

 

参考）今期業績予想（2022 年５月 13日公表分）及び前期実績              (単位：百万円) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

今期業績予想 

（2022 年 12月期） 
959 180 170 141 

前期実績 

（2021 年 12月期） 
660 160 149 152 

 

以 上 


